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１【提出理由】

　当社は、2026年６月５日開催の取締役会において、ディップ株式会社（以下「引受人」といいます。）との間で、同

日付で投資契約（以下「本投資契約」といいます。）の締結並びに引受人を割当予定先とする第三者割当の方法による

自己株式の処分（以下「本自己株式処分」といいます。）について決議しておりますが、本投資契約には、当社と引受

人との間における、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の２及び同項第12号の３に規定する合意が

含まれるため、金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の２及

び同項第12号の３の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

（１）当該契約を締結した年月日

2026年６月５日

 
（２）当該契約の相手方の名称及び住所

名称　ディップ株式会社

住所　東京都港区六本木三丁目２番１号

 
（３）当該合意の内容

当社及び引受人は、本投資契約において、以下の合意を行っております。

 
①　事前承諾事項

本自己株式処分の実行後、当社が、以下の事項のうち、システム開発契約の遂行、又は知的財産的成果を用

いた引受人の事業経営及び将来のサービス展開に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を行う場合について

は、事前に引受人の書面による承諾を得なければなりません。

（a）　事業の全部又は重要な一部の中止又は変更並びに事業計画又は予算案の策定及び変更等

（b）　業務提携、合併、株式交換、株式移転、会社分割、又は事業の全部若しくは重要な一部の譲渡若しくは

譲受け等

（c）　解散、清算、又は破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始若しくはその他

の倒産手続開始の申立て

 
②　取締役指名権

引受人は、当社の取締役１名を指名する権利を有しています。

 
③　引受人による当社株式の譲渡制限

引受人は、本自己株式処分が実行された日から２年が経過する日までの間、第三者に対して、本自己株式処

分により割り当てられた当社の普通株式の全部又は一部を、譲渡、移転、担保権の設定その他の方法により処

分する場合には、当社の事前の書面による同意を得なければなりません。

 
（４）当該合意の目的

当社と引受人が協働して、次世代AIを活用した共同開発及び社会実装を強力に推進し、もって両社の企業価

値の向上及び事業の拡大発展を期することを目的としております。

 
（５）取締役会における検討状況その他の当該提出会社における当該合意に係る意思決定に至る過程

当社は「誰もがマーケティングで成功できる世界を創る」、「日本発の世界的なテクノロジー企業となり、

日本とアジアに貢献する」という２つのPurposeを掲げ、企業のマーケティングDX（デジタルトランスフォー

メーション）を支援するプロダクトを多数提供しています。

一方、引受人は、「Labor force solution company」をビジョンに掲げ、人材サービス及びDXサービスの提

供を通じて、労働市場における諸課題の解決と誰もが働く喜びと幸せを感じられる社会の実現を目指している

ところ、当社は、引受人とのサービス共同開発及び事業連携を通じて、両社の企業価値向上及び事業の拡大発

展を図ることができると判断いたしました。その上で、当社としては、引受人との間で、事業連携を中長期的

に深耕し、より実効性のある協業体制を構築するためには、業務上の連携に加えて資本面での関係強化を図る

ことが有効であると考え、当社は引受人との間で資本業務提携を行うことといたしました。
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（６）当該合意が当該提出会社の企業統治に及ぼす影響

当社は、当該合意が当社のガバナンスに及ぼす影響は軽微と考えております。その理由は、上記のとおり、

本投資契約を通じて引受人との間で事業連携を中長期的に深耕することで、当社の企業価値の向上及び事業の

拡大発展を期待でき、当該合意は当該協業体制の構築の実効性を高めることを目的としているためです。

 
以上
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